
大和高田市　　　商工振興課　０７４５-２２-１１０１
区分

奨励金

制度融資

要件 支援内容

○新設・増設・移転に伴う建物及び償却資産
　の投下固定資産額が３,０００万円以上の事
　業所を設置した事業者
○開業日前後９０日以内に市内在住者を新規
　常時雇用従業員として雇用し、１年以上継
　続雇用した施設設置事業者

【事業所設置奨励金】
・前年度に賦課された建物及び償却資産に係る固定資産税額の５
　割相当額を５年間交付
【雇用促進奨励金】    
・従業員１人につき２０万円を交付
　（限度額１,０００万円・１回限り）

〇保証料全額を市が負担
〇貸付利率の１/２（上限１％）を市が負担①個人：１年以上市内に住所を有していること

　法人：１年以上市内に事業所（本店）を有し、
　かつ市民税が課税されていること
②同一事業を１年以上営んでおり、今後も継続
　して営むことが確実であること
③市税を滞納していないこと
④保証協会の信用保証を受けることができること 
    
①市内で創業する具体的な計画があること又は
　市内で創業後１年未満であること
②市税を滞納していないこと
③市が定めた創業支援事業計画に基づく所定の
　セミナーを受講していること

・設備資金（７年以内）：特別１,５００万円、小口５００万円 
・運転資金（５年以内）：特別１,０００万円、小口５００万円

・設備資金（７年以内）：１,０００万円 
・運転資金（５年以内）：１,０００万円

【特別融資・小口融資】

【特別融資・小口融資】

【創業者支援融資】
【創業者支援融資】

大和郡山市　　　地域振興課　０７４３-５３-１６０８
区分

奨励金

制度融資

要件 支援内容

・新設、増設、移転
①指定区域内に対象事業所等の設置をすること
②県より「地域経済牽引事業計画」の承認を受けた事業者
③投下固定資産額１億円以上（家屋及び償却資産）
④奈良県生活環境保全条例その他の法令に規定する
　公害防止のための適正な措置を講じていること
⑤市税、その他公課を滞納していないこと
⑥完全操業開始日までに奨励措置を受ける意思を市長に
　届け出ていること

【工場等設置奨励金】  ※県優遇制度と併用可
・前年度に賦課された固定資産税額相当額
　限度額：１億円（３年間の合計）
　期間：３年間
【雇用促進奨励金】※県優遇制度と併用可
・操業開始前後６か月の間に、市内在住の新規雇用従業員
　を１年以上常用雇用従業員として雇用する場合、１人に
　つき２０万円（上限１,０００万円）

①個人：市内に引き続き１年以上住所を有していること
　法人：市内に引き続き１年以上事業所を有していること
②運転資金・設備資金：引き続き６か月以上、同一事業
　を経営していること
　店舗改造資金：引き続き１年以上、同一事業を 経営し
　ていること
③市税を滞納していないこと 
④奈良県信用保証協会の信用保証を受けることができる
　こと

・信用保証料：全額市が負担 
　※経営者保証非提供選択時の上乗せ分は除く
・貸付利率の１％を市が補助 
・融資限度額
　運転資金：７００万円（３年以内）
　設備資金：７００万円（４年以内）
　店舗改造資金：１,０００万円（７年以内）

【中小企業融資】

天理市　　　産業振興課　産業競争力強化係　０７４３-６３-１００１
区分

奨励金

要件 支援内容

・新設、増設、移転
　次の要件に該当し、市長が企業立地奨励事業者として指
　定したもの
①市内に事業所（事業の用に供するため、直接必要な人的施
　設。物的設備及び事業の継続性を備えた施設）を設置する
　こと
②市と公害防止協定を締結すること
③投下固定資産総額１億円以上であること
　（増設の場合、５,０００万円以上）
※中小企業にあっては１,０００万円以上
　（増設の場合、５００万円以上）
　用地取得後３年以内の操業は用地費を含めることができる
④営利を目的として継続的に事業を営む法人又は個人が設
　置する事業所（販売用及び賃貸用は含まない）
※風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭
　和２３年法律第１２２号）
　第２条に規定する風俗営業及びこれに類する営業でない
　こと

【事業所設置奨励金】
・操業開始後初めて事業所に係る固定資産税が賦課された年
　度の翌年度から起算して３年間または５年間（選択制）
・投下固定資産に対し各交付年度の前年度に賦課された固定
　資産税額に相当する額を次の割合で奨励金として交付
①３年間　１００/１００
②５年間　６０/１００
【雇用促進奨励金】　　
・操業開始後初めて事業所に係る固定資産税が賦課された年
　度の翌年度に交付
・交付される年度の４月１日において、過去１年以上雇用し
　ている常時雇用従業員
　（操業開始に伴う新規雇用従業員で市内に住所を有する者
　　に限る）について、５人を超える１人につき２０万円
　（限度額２,０００万円）
※中小企業にあっては、２人を超える１人につき２０万円
　（限度額２,０００万円）

①市内に引き続き１年以上住所（法人にあっては、事業所が所
　在を有していること 
②同一事業を１年以上営んでいること
③市税を滞納していないこと
④市制度融資の残高がないこと
⑤暴力団員等に該当しないこと 
⑥保証協会の信用保証を受けることができること

《融資限度額・融資期間》
【運転資金・設備資金】
・５００万円・５年以内
【店舗改造資金】
・１,５００万円・７年以内　　
○貸付利率の１/２を市が補助（上限１％）
○信用保証料の全額を市が補助

【中小企業融資】
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